
 

 
 

－１６－

平成14年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成13年10月26日
 

 

上場会社名  上 場 取 引 所          東 

コード番号 ７８６２ 本社所在都道府県  東京都 

問 合 せ 先 責任者役職名 経理本部長 

 氏 名       新 田  健 二 T E L(03)3259-2465 

中間決算取締役会開催日          平成13年10月26日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成13年12月10日   

 

１．13年９月中間期の業績（平成13年４月１日～平成13年９月30日） 

(1)経営成績 （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 
売 上 高 

対前年中間期 

増 減 率 
営 業 利 益 

対前年中間期 

増 減 率 
経 常 利 益 

対前年中間期 

増 減 率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

13年９月中間期 91,181  (    6.9) 8,636 (   18.6) 9,967 (   12.5) 

12年９月中間期 85,296 (    2.6) 7,280 (  △2.6) 8,861 (    5.0) 

1 3 年 ３ 月 期 175,928  15,725  17,569  
 

 
中間（当期）純利益 

対前年中間期 

増 減 率 

１ 株 当 た り 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％  円 銭 

13年９月中間期 5,832 (   14.2)  50 79 

12年９月中間期 5,108 (    6.3)  44 42 

1 3 年 ３ 月 期 9,562   83 15 
  平成13年９月中間期 114,853,000株 
(注)1． 期中平均株式数         平成12年９月中間期 115,000,000株 
  平成13年３月期 115,000,000株 
    2． 会計処理の方法の変更 無 
     

(2)配当状況 

 １ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

  円 銭  円 銭 

13年９月中間期  11 00 ――――― 

12年９月中間期  10 00 ――――― 

1 3 年 ３ 月 期 ―――――  21 00 

 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％  円 銭 

13年９月中間期 133,261 88,720 66.6  773 46 

12年９月中間期 126,664 82,222 64.9  714 98 

1 3 年 ３ 月 期 133,153 85,768 64.4  745 81 
  平成13年９月中間期 114,706,000株 平成13年９月中間期 294,000株 
(注)    期末発行済株式数 平成12年９月中間期 115,000,000株 期末自己株式数 平成12年９月中間期 149,000株 
  平成13年３月期 115,000,000株 平成13年３月期 149,000株 

 

２．14年３月期の業績予想（平成13年４月１日～平成14年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  
 

  百万円  百万円  百万円  円 銭  円 銭   
           

通      期  185,000  19,100  10,850  12 00  23 00   
      

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）94円47銭 
 

 



 

 
 

－１７－

（１）  比較個別中間財務諸表等 

 

（１）－１  比較中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 中 間 期 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 

前 中 間 期 

( 1 2 . ９ . 3 0 ) 
増 減 

前 期 

( 1 3 . ３ . 3 1 ) 

流 動 資 産 6 7 , 1 1 2  6 1 , 1 6 3  5 , 9 4 9  6 5 , 2 6 2  

現 金 及 び 預 金 1 2 , 5 2 1  1 2 , 0 8 1  4 3 9  1 1 , 4 3 8  

受 取 手 形 7 , 7 7 6  7 , 7 1 0  6 5  7 , 4 6 1  

売 掛 金 2 7 , 5 2 5  2 5 , 8 6 5  1 , 6 5 9  2 7 , 0 1 9  

有 価 証 券 4 , 0 0 0  9 9 9  3 , 0 0 0  4 , 5 9 9  

た な 卸 資 産 1 1 , 5 4 0  1 1 , 0 5 8  4 8 2  1 1 , 5 0 0  

繰 延 税 金 資 産 1 , 1 0 3  8 6 2  2 4 0  8 8 7  

そ の 他 2 , 7 1 7  2 , 6 4 1  7 5  2 , 4 1 4  

貸 倒 引 当 金 △ 7 1  △ 5 7  △ 1 3  △ 5 8  

固 定 資 産 6 6 , 1 4 8  6 5 , 5 0 1  6 4 7  6 7 , 8 9 0  

有 形 固 定 資 産 4 5 , 5 7 1  4 6 , 7 0 4  △ 1 , 1 3 3  4 6 , 4 4 5  

建 物 1 3 , 7 7 2  1 2 , 7 3 3  1 , 0 3 9  1 4 , 1 8 8  

機 械 及 び 装 置 1 2 , 4 5 7  1 2 , 2 7 5  1 8 2  1 2 , 7 7 2  

土 地 1 6 , 9 3 9  1 6 , 9 3 9  ―  1 6 , 9 3 9  

そ の 他 2 , 4 0 1  4 , 7 5 6  △ 2 , 3 5 5  2 , 5 4 6  

無 形 固 定 資 産 1 , 2 9 8  1 , 0 1 1  2 8 6  1 , 2 3 5  

投 資 そ の 他 の 資 産 1 9 , 2 7 8  1 7 , 7 8 5  1 , 4 9 3  2 0 , 2 0 8  

投 資 有 価 証 券 7 , 1 3 8  6 , 3 9 2  7 4 6  8 , 6 0 8  

自 己 株 式 ―  3 7 4  △ 3 7 4  3 7 4  

繰 延 税 金 資 産 9 9 6  3 1 3  6 8 3  3 3 2  

そ の 他 1 1 , 5 1 1  1 0 , 9 2 4  5 8 7  1 1 , 1 7 9  

資 

 

 

 

 

 

 

産 

 

 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

部 

貸 倒 引 当 金 △ 3 6 8  △ 2 1 9  △ 1 4 8  △ 2 8 6  

資 産 合 計 1 3 3 , 2 6 1  1 2 6 , 6 6 4  6 , 5 9 6  1 3 3 , 1 5 3  

 



 

 
 

－１８－

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 中 間 期 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 

前 中 間 期 

( 1 2 . ９ . 3 0 ) 
増 減 

前 期 

( 1 3 . ３ . 3 1 ) 

流 動 負 債 4 4 , 1 0 6  4 4 , 0 1 1  9 4  4 6 , 9 3 4  

支 払 手 形 1 0 , 2 0 1  1 0 , 6 5 0  △ 4 4 9  1 0 , 4 6 7  

買 掛 金 2 2 , 4 2 0  2 1 , 6 7 9  7 4 0  2 4 , 9 4 7  

未 払 法 人 税 等 3 , 8 8 7  3 , 0 2 9  8 5 7  3 , 2 8 6  

未 払 費 用 2 , 1 6 5  2 , 0 5 0  1 1 4  1 , 9 2 0  

賞 与 引 当 金 2 , 5 1 9  2 , 5 6 5  △ 4 5  2 , 5 3 7  

そ の 他 2 , 9 1 3  4 , 0 3 6  △ 1 , 1 2 3  3 , 7 7 5  

固 定 負 債 4 3 4  4 3 0  3  4 5 0  

退 職 給 付 引 当 金 ―  5  △ 5  ―  

役員退職慰労引当金 4 3 4  4 2 4  9  4 5 0  

負 

 

 

債 

 

 

の 

 

 

部 

負 債 合 計 4 4 , 5 4 1  4 4 , 4 4 2  9 8  4 7 , 3 8 5  

資 本 金 1 1 , 7 5 0  1 1 , 7 5 0  ―  1 1 , 7 5 0  

資 本 準 備 金 9 , 2 7 0  9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  

利 益 準 備 金 2 , 4 9 3  2 , 2 4 3  2 4 9  2 , 3 5 8  

そ の 他 の 剰 余 金 6 5 , 7 0 0  5 8 , 1 5 8  7 , 5 4 2  6 1 , 3 4 8  

任 意 積 立 金 5 8 , 1 9 5  5 1 , 1 9 5  7 , 0 0 0  5 1 , 1 9 5  

中間(当期)未処分利益 7 , 5 0 5  6 , 9 6 2  5 4 2  1 0 , 1 5 3  

(うち中間(当期)純利益) ( 5 , 8 3 2 )  ( 5 , 1 0 8 )  ( 7 2 4 )  ( 9 , 5 6 2 )  

その他有価証券評価差額金 1 9 0  8 0 0  △ 6 1 0  1 , 0 4 0  

自 己 株 式 △ 6 8 3  ―  △ 6 8 3  ―  

資 

 

本 

 

の 

 

部 

資 本 合 計 8 8 , 7 2 0  8 2 , 2 2 2  6 , 4 9 8  8 5 , 7 6 8  

負 債 ・ 資 本 合 計 1 3 3 , 2 6 1  1 2 6 , 6 6 4  6 , 5 9 6  1 3 3 , 1 5 3  

(注) 1．有形固定資産の減価償却累計額 58,342百万円 56,379百万円  57,817百万円 

 2．保 証 債 務 172百万円 358百万円  178百万円 

 3．当中間会計期間の末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

当中間会計期間の末日における満期手形の金額は次のとおりであります。 

受 取 手 形               722百万円 709百万円  721百万円 

支 払 手 形               51百万円 68百万円  63百万円 

設 備 支 払 手 形               63百万円 1百万円  1百万円 
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（１）－２  比較中間損益計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 中 間 期 

(13．４．１～13.９.30) 

前 中 間 期 

(12．４．１～12.９.30) 
増 減 

前 期 

(12．４．１～13.３.31) 

経 常 損 益 の 部     

営 業 損 益     

売 上 高 9 1 , 1 8 1  8 5 , 2 9 6  5 , 8 8 5  1 7 5 , 9 2 8  

売 上 原 価 6 6 , 7 0 8  6 2 , 4 9 7  4 , 2 1 0  1 2 9 , 2 3 1  

売 上 総 利 益 2 4 , 4 7 2  2 2 , 7 9 8  1 , 6 7 4  4 6 , 6 9 6  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1 5 , 8 3 6  1 5 , 5 1 8  3 1 7  3 0 , 9 7 0  

営 業 利 益 8 , 6 3 6  7 , 2 8 0  1 , 3 5 6  1 5 , 7 2 5  

営 業 外 損 益     

営 業 外 収 益 2 , 2 0 9  2 , 4 3 3  △ 2 2 4  3 , 7 2 4  

受 取 利 息 1  3  △ 1  8  

受 取 配 当 金 1 , 1 8 8  1 , 1 0 1  8 7  1 , 1 8 4  

設 備 賃 貸 料 8 4 9  8 5 3  △ 4  1 , 8 3 0  

そ の 他 1 6 9  4 7 5  △ 3 0 5  7 0 0  

営 業 外 費 用 8 7 9  8 5 2  2 6  1 , 8 8 0  

賃 貸 費 用 7 6 9  7 7 1  △ 2  1 , 6 6 2  

そ の 他 1 1 0  8 0  2 9  2 1 8  

経 常 利 益 9 , 9 6 7  8 , 8 6 1  1 , 1 0 5  1 7 , 5 6 9  

特 別 損 益 の 部     

特 別 利 益 ―  1 , 3 9 9  △ 1 , 3 9 9  1 , 3 9 9  

固 定 資 産 売 却 益 ―  ―  ―  0  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ―  ―  ―  0  

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ―  1 , 3 9 9  △ 1 , 3 9 9  1 , 3 9 9  

特 別 損 失 5 5 6  1 , 9 1 1  △ 1 , 3 5 4  2 , 5 8 4  

固 定 資 産 除 却 損 3 9 8  3 8  3 6 0  1 0 0  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0  2 1  △ 2 0  3 1  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7 4  ―  7 4  ―  

会 員 権 評 価 損 5 0  2 1  2 8  5 3  

関 連 会 社 株 式 評 価 損 ―  ―  ―  1 3 7  

退職給付に係る会計基準変更時差異の費用処理額 ―  1 , 8 3 0  △ 1 , 8 3 0  2 , 2 6 0  

そ の 他 3 1  ―  3 1  ―  

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 9 , 4 1 0  8 , 3 4 9  1 , 0 6 1  1 6 , 3 8 5  

法人税、住民税及び事業税 3 , 8 4 0  3 , 4 5 0  3 9 0  7 , 2 5 0  

法 人 税 等 調 整 額 △ 2 6 2  △ 2 0 8  △ 5 3  △ 4 2 7  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 5 , 8 3 2  5 , 1 0 8  7 2 4  9 , 5 6 2  

前 期 繰 越 利 益 1 , 6 7 2  1 , 8 5 4  △ 1 8 2  1 , 8 5 4  

中 間 配 当 額 ―  ―  ―  1 , 1 4 8  

中間配当に伴う利益準備金積立額 ―  ―  ―  1 1 4  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 7 , 5 0 5  6 , 9 6 2  5 4 2  1 0 , 1 5 3  

 (注)  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 1,057百万円 1,075百万円  2,180百万円 



 

 
 

－２０－

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 a．売 買 目 的 有 価 証 券：時価法（売却原価は総平均法により算定） 

 b．満 期 保 有 目 的 債 券：償却原価法 

 c．子会社株式及び関連会社株式：総平均法による原価法 

 d．そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの：総平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

 a．商品（サプライ）・原材料・貯蔵品：先入先出法による原価法 

 b．商品（機器）・製品・仕掛品：個別法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

法人税法に規定する方法と同一の基準 

①有 形 固 定 資 産：定    率    法 

ただし、平成10年度の法人税法の改正に伴い、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっております。 

②無 形 固 定 資 産：定    額    法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法

を採用しております。 

③長 期 前 払 費 用：定    額    法 

 

(3) 引 当 金の計上基準           

①貸 倒 引 当 金         ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間の末日において負担

すべき見積額を計上しております。 

③退 職 給 付 引 当 金         ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に未認識過去勤務

債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した見込額に

基づき、当中間会計期間の末日において発生していると認められる額を計上しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により翌年度から費用処理することとしております。なお、会計基準

変更時差異については、前事業年度において一括償却しております。 

④役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく当中間会計期間の末日における要支

給額を計上しております。 

 

(4) 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(6) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a．為 替 予 約 ：外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

 b．金利スワップ ：借入金 

③ヘッジ方針 

経理本部の管理のもとに、将来の為替・金利変動リスク回避のためにヘッジを行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ･フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

 

(7) その他の中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理：税抜方式によっております。 

 

 

（追加情報） 

「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の一部改正（平成13年９月25日 内閣府令第76号）

により、従来、資産の部に記載しておりました「自己株式」は、当中間期より資本に対する控除項目として、資本

の部の末尾に記載しております。 
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（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 相 当 額 8,708 7,735 8,229 

減価償却累計額相当額 5,434 4,165 4,935 

中間期末残高相当額           3,273 3,570 3,293 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 1,369 1,284 1,377 

１       年       超 3,558 3,599 3,584 

合                計 4,927 4,884 4,962 

 

(3) 当中間会計期間の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 833 722 1,620 

減価償却費相当額 755 796 1,874 

支 払 利 息 相 当 額 112 90 244 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

有 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算した定率法による減価償却費相

当額に９分の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によっております。 

無 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

 

(1) 未経過リース料 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 268 265 262 

１       年       超 340 610 468 

合                計 609 875 731 

 

 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 

 



 

 
 

－２３－

（補足資料） 

 

部  門  別  売  上  高 

（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 中 間 期 増 減 前 期 

区 分 
金 額 

構成比 

(％) 
金 額 

構成比 

(％) 
金 額 

伸 率 

(％) 
金 額 

構成比 

(％) 

ビジネスフォーム 74,037 81.2 68,539 80.4 5,497 8.0 141,554 80.5 

( 内 Ｄ Ｐ Ｓ ) (21,313) (23.4) ( 17,033) ( 20.0) (4,280) (25.1) ( 35,727) (20.3) 

商 品 17,144 18.8 16,756 19.6 387 2.3 34,373 19.5 

合 計 91,181 100.0 85,296 100.0 5,885 6.9 175,928 100.0 

 


